
。

保が課題である。また、地区の防災安全性を向上させるため、

準耐火建築物以上への建替え・新築による不燃化・難燃化の促

進を図る必要がある。

完了検査率については、定期的なパトロールや電話で完了検査を促すこと等により100％を

達成した。

Ｂ
川岸地区については、防災に資する小広場整備工事を行った。一方で、地区内における建築

物の建替え・新築・除却がゼロ件で、木防率の減少はなかった。

完了検査率を高い水準に保つため、引き続き、定期的なパトロールや電話で完了検査を促す

。川岸地区については、通り抜け広場を整備するための地権者交渉を継続する。また、準耐

→ 火建築物以上への建替え等による防災安全性の向上について、周知啓発等を図る必要がある

ため人員、予算は現状維持とする。

完了検査の確実な実施のため、引き続き、定期的なパトロールや電話で完了検査を促す。また、住環境整備事業については、川岸地区の住

民等のご理解・ご協力が必要となることから、防災安全性の向上の重要性、地区内のまちづくりの取組み状況などを適切に周知啓発し、地

区内の木防率の減少を進める。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 2年 6月25日 作成者名 早川　昌彦 評価者名 小森　敏

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞

基本目標 中心となる課

分　　野
関係課

施　　策

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

その他施策の取組事項に
係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況

（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（人員/予算）
（↑増加、→維持、↓削減） 説　明

（人員/予算）

（評価者コメント）

05 快適で過ごしやすいまち 都市整備部・まちづくり推進課

05 住宅

57 良好な住環境の形成

　住環境の様々な整備を進めていくことにより、市民が快適でいきいきと暮らし続けるようにしていきます。

住環境整備事業

建築完了検査率 建築完了検査の申請割合
％ 100 98.7 99.3 100 100 100

(完了検査÷（建築確認－取止等） )
川岸地区住宅市街地総合整 不燃化された建築物の割合

％ 66.6 70.9 69.5 69.5 68.7 68.7
備事業区域内の木防率 (裸木造及び防火木造の棟数÷全棟数 )

建築基準法に基づく完了検査を受ていない建築物は、法への適 完了検査がなされていない違反建築物の発生を未然に防ぐため

合が確認されていないため、避難や防耐火、構造等の安全性が に定期的なパトロールや電話で完了検査を促す。

確保できない。 川岸地区については、通り抜け広場を整備するための取組みを

密集市街地である川岸地区については、延焼防止に有効な空地 進める。また、地区の難燃化の促進が図られるよう、地区住民

のほか、避難や緊急車両の進入に必要な通り抜け広場の用地確 等に防災安全性を向上させるための周知啓発を行う
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04 開発指導事業　（まちづくり推進課）

開発指導事業

任
意

376 令和3年度から7128
1,083

1,274 開発許可事務費を統

４ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ ４ 義01 01 08 04 01 04 01 1,083 合

事業者の窓口相談をはじめと △395 0

して、指導条例に基づく事前 14,312

98 開発許可事務費　（まちづくり推進課）

開発許可事務費

法
定

24
0

204

８ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ ８ 終97 01 08 04 01 98 97 0

事業者の窓口相談をはじめと 0 0

して、開発許可の基準に基づ 0

04 川岸・美女木向田地区都市整備事業　（まちづくり推進課）

川岸・美女木向田地区都市整

任
意

22,764 事業名を川岸・美女
38,710

備事業 11,837 木向田地区都市整備

１ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ ○ Ａ01 01

戸

08 04 03 04 01

田

38,710 事業に変

市

更
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施
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策
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評

、住宅市街地総合整 9

価
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01

シ

建築審査事務費　（ま

ー

ちづくり推進課）

ト

作成

建

日

築審査事務費

義
務

83

令

1 令和3年度から20

和

811
1,164

97

 

7 建設リサイクル事業

2

４ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ ４ 義01 0

年

1 08 05 02 01 0

 

1 1,164 を統合

建

6

築確認申請、許可申請

月

、届 446 515

出等

2

の審査、検査及び建築

5

相 12,600

日 作成者名 早川　

R1決算額 R2


